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平成25年10月13日

有明海問題の現状と

今後の道筋について

NPO法人有明海再生機構
顧問 川上 義幸
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諌干事業の推進 裁 判
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H19
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H21

H22

H23

H24

第三者委員会が潮受堤防排水門の開門調査を提言

農水省が短期開門調査を実施

亀井農水大臣が「中・長期開門調査を実施するのではなく、これに代わ
る方策を進めていく」との判断を示す

諫早湾干拓事業の完工式実施

諫早湾干拓事業造成農地の営農開始

若林農水大臣談話

国（九州農政局）が、「諫早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門調
査に係る環境影響評価方法書骨子（素案）」説明会を開催

諫早湾干拓事業検討委員会（郡司座長）が、赤松農水大臣に「環境影
響評価を行った上で開門調査を行うことが妥当と判断する」との報告書

国（九州農政局）が、「諫早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門調
査に係る環境影響評価準備書（素案）」を公表

国（九州農政局）が、「諫早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門調
査に係る環境影響評価評価書」を公表

佐賀地裁に漁業者が諫早湾干拓工事差し止めの仮処分請求（本訴も提起）

漁業者が公害等調整委員会に原因裁定を申請

佐賀地裁が諫早湾干拓事業の工事差し止め仮処分決定

福岡高裁は、佐賀地裁の諫早湾干拓工事差し止め仮処分決定を取り消す

公害等調整委員会、漁業者等の申請を棄却

最高裁は、漁業者側の抗告を棄却

小長井・大浦の漁業者が開門と損害賠償を求めて長崎地裁に提訴（第1次訴
訟）

諫早湾干拓潮受堤防の撤去等を求めた裁判の佐賀地裁判決（3年以内に5年
間の排水門の開放を命じる判決）

小長井町漁協、国見漁協及び瑞穂漁協の漁業者が、排水門の開門を求めて、
長崎地裁に提訴（第2次訴訟）

諫干潮受堤防の撤去等を求めた裁判の福岡高裁控訴審で1審の佐賀地裁判
決を支持する判決（排水門の5年間の開放を命じる判決）

福岡高裁控訴審判決が確定し、開門調査の実施が決定

小長井町漁協と瑞穂漁協の漁業者が、排水門の即時開門を求めて長崎地裁に
提訴（第3次訴訟）

長崎県農業振興公社などが、開門差し止めを求めて長崎地裁に提訴

長崎地裁第1次（小長井・大浦）訴訟判決（開門認めず、一部損害賠償を認め
る）

開門差し止めを求めた訴訟の原告が、開門差し止め仮処分を長崎地裁に申請

年号

出典/佐賀県資料をもとに作成
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NPO法人有明海再生機構の歩み
年度
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有
明
海
再
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10
年

ニューズレターの発刊、有明海講座の開催

干潟、生産、潮流、開門、再生道筋、各部会での検討

シンポジウム等の開催 H21 H22 H25

漁業者ヒアリング（H18）

調査研究マスタープラン
（H19～20）

カキ礁の研究（H20～21）

他機関での調査研究
○佐大有明海総合プロジェクト（H17～21）
○JST調査・研究（H17～21）

有明海再生機構
中間取りまとめ（H23.4）

県議会、漁業関係者
市町水産振興協議会
説明（H24.6）

環境省 評価委員会

潮
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堤
防
排
水
門

開
門
決
定

5
年
間
の
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諫早湾航空写真

調整池からの排出時の様子

北部排水門付近の様子

P7

調整池のアオコ P8

（確定した福岡高裁判決）
漁業被害と因果関係に関して、有明海のうち、
諫早湾及びその近傍部を除く海域については、
本事業と環境変化の関係を認めることができない。

（農水省からの地方説明）
開門に伴う海域環境への影響はほとんど
諫早湾にとどまる。

（長崎地裁の判決文）
防災機能や優良農地造成という事業目的を失わない
ために必要な各種対策工事には数百億円の巨額の
費用が必要となる上、その費用をかけたとしても
新たな被害を防止できるという保証はない。

（アセス結果についての農水省説明）

有明海再生のために開門、それに必要なアセス

開門が決定し開門事業を行うためにアセス

（主張1）
有明海（特に有明海湾奥部）の
再生を目指すという開門目的が
否定された。

（主張2）
万全の対策は困難

（主張3）
アセスの位置づけが変化
そもそも、開門の影響を抽出するための
科学的な分析方法が確立しているのか？
開門調査の目的不明

法

科学

科学的見解

長崎県の主張とその根拠

環境省調査
NPO法人有明海再生機構
西海区水産研究所

出典/農林水産委員会議事録をもとに作成
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12

筑後川の水は、農業用水、水道用水、工業用水、発電用水、河川・海域環境用水など
多くの目的に利用され、北部九州の社会経済の持続的な発展を支えています。

筑後大堰

福岡導水

水
共
同
域

水共同域

広域的水利用
P10
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有明海 P11

諫早湾 P12


